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2024年2月26日
広域系統整備委員会事務局

第75回 広域系統整備委員会
資料１-３

東地域の広域連系系統に係る計画策定プロセス



2今回のご説明内容

◼ 第74回本委員会（2024.2.5）にて、系統構成案の比較結果、海底ケーブルにおける防護
方法の選定結果について、ご確認いただいた。

◼ 本資料では、 HVDC:2GWの系統増強案（工事費・工期）と費用便益の試算結果につい
て整理したのでご確認いただくとともに、今後の対応についてご議論いただきたい。

＜今回ご説明の内容＞

１．東地域HVDC増強内容（工事費）

２．費用便益評価

３．定性的効果

４．工期

５．今後の進め方



3東地域の計画策定プロセスにおける検討項目の全体像 ＝今回ご説明

◼ 北海道～東北～東京間の日本海ルート２GWを基本に地域間連系線増強等を検討。
本日は、HVDC:2GWの系統増強案（工事費・工期）と費用便益の試算結果について整
理したのでご確認いただくとともに、今後の対応についてご議論いただきたい。

北海道

東北

東京

変換所

変換所

洋上
風力

洋上
風力

風力

①連系線ルート/方式（海底直流送電等）
・海底直流送電の実現性検討（海域実地調査）、
ルート・工法・構造の一体検討、揚陸地点

・陸上の直流、架空交流による送電ルートとの比較

②交直変換装置
技術動向調査、機器構成案の比較検討

③交流系統と直流系統の連系地点
地内の状況を踏まえた連系地点選定

④地内系統
地内系統増強、再エネ大量導入の系統影響評価と対応

① ②

③

④

＜整備概要と主な検討内容＞

⑤事業推進に資する検討
ファイナンス面からのリスク評価など

変換所

※上図は検討内容の項目を整理するためのイメージであり、増強概要を
示したものではない。

⓪,⑤

⓪系統構成
・新設HVDCの接続エリアの検討
（北海道～東北～東京間）

系統増強案
工事費・工期
費用便益試算
【資料1-3】

北海道の
信頼度評価

【資料1-1,1-2】
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東地域系統増強方策の内容
HVDC:2GW（北海道～東北～東京）



5東地域系統増強方策の内容（これまでの結果）

◼ 第74回本委員会（2024.2.5）において、系統構成案についてご確認をいただき、北海道・
東北エリアの再エネ大量導入に対し、東京へ送電できる容量を早期に拡大する(2GWを基
本)という目的を踏まえ、北海道～東北～東京をHVDC（海底ケーブルルート）で接続する
系統構成を基本とすることとした。
なお、HVDCを2GWで増強する場合とあわせて、１GWで増強する場合についても評価すること
とした。

◼ また、同委員会において、海底ケーブルルートの海域調査結果から、全区間においてルート確
保が技術的に可能であることを示すとともに、海域調査結果をもとに海底ケーブルの防護方法
の選定結果について整理した。

◼ さらに、第72回本委員会(2023.12.8)では、交直変換装置の設備構成について、技術開発
動向や実現性、工事費・工期などの観点から総合的に考慮し、基本要件では以下を基本とす
ることとした。

・端子構成 ：実績があり実現性の観点からも確実である２端子構成を基本

・極構成 ：ケーブル条数が少なく工事費・工期の低減が図れる双極構成

・交直変換方式 ：採用実績があり、交流系統との協調面からも優位な自励式

◼ 以上を踏まえて、広域機関において系統増強案の工事費等を整理した結果を次頁に示す。



6東地域HVDC新設（2GW）の工事概要・工事費

◼ 北海道・東北エリアの再エネ大量導入に対し、東京エリアに効率的に送電するための連系容量
を確保するため、海底ケーブルルートにてHVDC:2GW(北海道～東北～東京間)を新設する。

◼ 海域工事・陸上工事の概算工事費の算出にあたっては、NEDO調査事業※を基に、メーカーヒ
アリングや過去実績等を考慮した。

◼ 今回の工事費算出においては、基本要件時点で絞込みが難しい等の以下の変動要素を考慮
している。なお、今後の資材費・労務費の変動、ケーブル製造に要する費用、ケーブルルート、
ケーブル防護方法の精緻化などにより、工事費が変動する可能性がある。

◼ 【主な変動要素】

✓ 海底ケーブル：ケーブル防護区間や防護方法など、今後の調査等を踏まえて決定するもの
については幅付き（砕石防護区間など）。

✓ 交直変換所：自励式変換器の詳細仕様未確定による変動分を考慮。

◼ 工事概要および工事費は次頁のとおり。

※「洋上風力等からの高圧直流送電システムの構築・運用に関する調査（2022年3月、NEDO）」



7東地域HVDC新設（2GW）の工事概要・工事費

概要図 工事費に計上する主な項目
工事費
（億円）

【海域工事】
・後志エリアから秋田エリアまでの海底ケーブルルート480km
・秋田エリアから新潟エリアまでの海底ケーブルルート320km
・その他（傭船費・保険料等）

8,700
～

11,000

【陸上工事】
・後志エリア 交直変換所新設（変換器1GW×2×1セット）
・秋田エリア 交直変換所新設（1GW×2×2セット）
・新潟エリア 交直変換所新設（変換器1GW×2×1セット）
・その他（通信回線・給電システム改修・保険料等）

4,700
～

5,100

【アクセス線・開閉所工事】
・北海道：新設65km、新設40km、開閉所・引出
・東北：新設35km、変電所引出
・東京：新設11km、開閉所・引出
・その他（通信回線・給電システム改修等）

1,700

合 計
1.5～1.8
兆円

海底ケーブル

双極１回線
（本線１GW×２条、帰線１条）

・2端子構成×2
・変換器 4セット
・揚陸点 3箇所
（揚陸設備 4セット）

※南新潟幹線に接続する場合

※
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東地域HVDC新設（2GW）の工事概要

◼ 東地域のHVDC:2GW(北海道～東北～東京間)の工事概要は以下のとおり。

【系統構成】

変電所

開閉所

交直変換所

500kV送電線
275kV以下

＜凡例＞

交流開閉所新設
275kV:6回線×2

交直変換所新設
±525kV双極2GW

交流架空送電線新設
275kV:2回線×65km,40km

交直変換所新設
±525kV双極2GW×2

変電所引出
500kV:2回線

直流地中送電線新設
±525kV双極1回線×6km

直流地中送電線新設
±525kV双極1回線3km×2

交流架空送電線新設
500kV:2回線×35km

交直変換所新設
±525kV双極2GW

直流地中送電線新設
±525kV双極1回線3km

交流架空送電線新設
500kV:2回線×11km

直流海底ｹｰﾌﾞﾙ新設
±525kV双極1回線×480km

直流海底ｹｰﾌﾞﾙ新設
±525kV双極1回線×320km

交流開閉所新設
500kV:6回線

【
東
北
エ
リ
ア
】

【
東
京
エ
リ
ア
】

【北海道エリア】

※南新潟幹線に接続する場合

※
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仕 様

交直変換所
±525kV双極2GW
(北海道)2GW:1箇所、(東北)2GW×2:1箇所、(東京)2GW×1箇所

直流海底ケーブル
(北海道～東北)±525kV双極1回線：約480km
(東北～東京) ±525kV双極1回線：約320km

直流地中送電線 揚陸箇所：(北海道)6km、(東北)3km×２、(東京)3km

交流架空送電線

(北海道)275kV 2回線新設 65km、40km

(東北)500kV 2回線新設 35km

(東京)500kV 2回線新設 11km

交流開閉設備

(北海道)変換所引込：275kV 2回線引出し×２
既設系統分岐地点：275kV開閉所新設 6回線引出し×２箇所

(東北)変換所引込：500kV 2回線引出し
既設系統接続地点：500kV変電所 2回線引出し

(東京)変換所引込：500kV 2回線引出し
既設系統分岐地点：500kV開閉所新設 6回線引出し

その他 現場経費・一般管理費・通信回線ほか

東地域HVDC新設（2GW）の工事仕様・内訳
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費用便益評価



11費用便益評価の期間

◼ これまで費用便益評価においては、主要工事の法定耐用年数の期間を対象として評価を
行ってきた。今回の東地域の系統増強では、海底ケーブルが主要工事となり、その法定耐用
年数は25年間となる。

◼ 一方、既設の地域間連系線の交直変換器や海底ケーブルでは法定耐用年数を超えて使
用している実績もある。また、「高経年化設備更新ガイドライン」では、交流各設備に劣化兆
候が表れ始めると想定される標準的な年数（標準期待年数）は、40～50年程度と示さ
れている。

◼ 増強する設備が法定耐用年数を超えて使用される可能性や再エネ連系の拡大見通しを踏
まえると、法定耐用年数の期間での評価だけでは十分にその効果を評価できない可能性も
ある。
そのため、費用便益評価の期間として、法定耐用年数に加え、40年間でも評価する。

法定耐用年数

変換器・変圧器・開閉
設備

22年

架空送電線 36年

地中電線路
（海底ケーブルはこちらに準ずる）

25年

【主な機器の法定耐用年数】

2030年頃 2050年以降

【便益評価イメージ】

再エネ

便益
A億円/年

便益
B億円/年

海底ケーブル耐用年数

主要な機器である海底
ケーブルの法定耐用年数
で評価した場合、後年度
の再エネ拡大による効果が
十分考慮されないおそれ



12（参考）高経年化設備更新ガイドライン
高経年化設備更新GLの策定について（2021/10/28、広域機関）
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◼ アデカシー便益について、マスタープランでは、停電コストや調達コストをベースに算定される複
数の便益のうち、確実に見込める便益にて評価することとした。

◼ 一方で、今後の評価では、容量市場において市場分断しているエリアがある状況等も考慮
し、停電コストベースや調達コストベースの幅付きで評価することとした。

（参考）アデカシー便益の考え方

地域間連系線増強により当該
エリアの高い供給力を調達せず
に済む便益

需要家支払い意思の
停電コストによる便益※

下限 上限
容量市場のトレードオフ
曲線算定に用いられる
停電単価による便益

停電コストベースの便益調達コストベースの便益

マスプラでは算出された便益の
幅の中で少なくとも確実に見
込める便益を使用

※需要家支払い意思の停電コストの上限・下限
供給力不足による計画停電を前提として、大口事業所・中小
事業所・個人へ停電コストについて、アンケートした結果をもとに、
各需要電力量の割合で加重平均したもの。

アデカシー便益は
幅をもって評価

＜アデカシー便益評価のイメージ＞

単価
3,050

円/kWh

単価
5,890

円/kWh

単価
3,937

円/kWh

単価
9,769
円/kW

第73回広域系統整備委員会(2023年12月27日)資料1-1 を一部加工



14費用便益評価の結果

［検討条件］

〇without ：中地域交流ループ、中部関西間増強考慮

〇燃料価格 ：基準～高騰ケース

〇アデカシー ：停電コストベース（上限～下限）、調達コストベース

〇割引率 ：割引率4％の評価に加えて、2％、1％も考慮

◼ 東地域におけるHVDC:2GW(北海道～東北～東京)の増強による費用便益について、
割引率、燃料価格、アデカシー便益及び工事費に幅をもって評価を行った。
その結果、B/Cは0.63～1.72程度となることを確認した。

評価期間

25年間 40年間

便益
(B)

燃料費・CO2対策ｺｽﾄ
15,292～29,781億円

［612～1,191億円/年］

20,058～45,581億円

［501～1,140億円/年］

アデカシー便益
1,455～4,833億円

［58～193億円/年］

1,856～7,284億円

［46～182億円/年］

送電ロス
▲625～▲970億円

［▲25～▲39億円/年］

▲789～▲1,430億円

［▲20～▲36億円/年］

費用
(Ｃ)

工事費・年経費
22,038～28,886億円

［882～988億円/年］

24,107～34,831億円

［705～873億円/年］

Ｂ／Ｃ 0.63~1.36 0.75~1.72

上段は評価期間の累積（時点換算を考慮）

[ ]は評価期間における年平均＜費用便益評価の結果（HVDC:2GW）＞



15東地域HVDC:2GW増強の費用便益評価（評価期間：25年）

ケース １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

前
提
条
件

燃料費・CO2
対策ｺｽﾄ

基準～高騰

ｱﾃﾞｶｼｰ便益
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト

割引率 ４％ ２％ 1％

0.63
0.68 0.70

0.74
0.80 0.83 0.80

0.87 0.900.84
0.89

0.91
0.98

1.05
1.07

1.07

1.14 1.16

0.73
0.79 0.82

0.86
0.94 0.97 0.94

1.02 1.05
0.98 

1.04 1.07 

1.15 1.22 1.25 1.25 
1.33 1.36 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1 2 3 4 5 6 7 8 9

B/C

工事費：1.5兆円

工事費：1.8兆円

燃料費

高騰

高騰

基準
基準



16東地域HVDC:2GW増強の費用便益評価（評価期間：25年）

ケース １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

前
提
条
件

燃料費・CO2

対策ｺｽﾄ
基準～高騰

ｱﾃﾞｶｼｰ便益
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト

割引率 ４％ ２％ 1％

B

燃料費・

CO2対策ｺｽﾄ
612～834億円/年 776～1,051億円/年 883～1,191億円/年

ｱﾃﾞｶｼｰ便益 58億円/年 112億円/年 136億円/年 73億円/年 141億円/年 171億円/年 82億円/年 159億円/年 193億円/年

送電ﾛｽ ▲25～▲28億円/年（ロス増加） ▲31～▲34億円/年（ロス増加） ▲35～▲39億円/年（ロス増加）

C
工事費
年経費

1.8兆円ｹｰｽ
1,031億円/年 1,107億円/年 1,155億円/年

Ｂ／Ｃ
0.63

~0.84
0.68

~0.89
0.70

~0.91
0.74

~0.98
0.80

~1.05
0.83

~1.07
0.80

~1.07
0.87

~1.14
0.90

~1.16

C
工事費
年経費

1.5兆円ｹｰｽ
882億円/年 947億円/年 988億円/年

Ｂ／Ｃ
0.73

~0.98
0.79

~1.04
0.82

~1.07
0.86

~1.15
0.94

~1.22
0.97

~1.25
0.94

~1.25
1.02

~1.33
1.05

~1.36



17東地域HVDC:2GW増強の費用便益評価（評価期間：40年）

ケース １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

前
提
条
件

燃料費・CO2
対策ｺｽﾄ

基準～高騰

ｱﾃﾞｶｼｰ便益
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト

割引率 ４％ ２％ 1％

0.75
0.81 0.84

0.93
1.01 1.04 1.04

1.12 1.16

0.99
1.05

1.08
1.22

1.30
1.33 1.36

1.44 1.48

0.88
0.95 0.98

1.09
1.17 1.21 1.21

1.31 1.35

1.16 
1.23 1.26 

1.42 1.51 1.55 1.58 
1.68 1.72 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9

B/C

工事費：1.5兆円

工事費：1.8兆円

燃料費

高騰

高騰

基準
基準



18東地域HVDC:2GW増強の費用便益評価（評価期間：40年）

ケース １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

前
提
条
件

燃料費・CO2

対策ｺｽﾄ
基準～高騰

ｱﾃﾞｶｼｰ便益
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト

割引率 ４％ ２％ 1％

B

燃料費・

CO2対策ｺｽﾄ
501～673億円/年 709～943億円/年 861～1,140億円/年

ｱﾃﾞｶｼｰ便益 46億円/年 90億円/年 109億円/年 64億円/年 124億円/年 151億円/年 78億円/年 150億円/年 182億円/年

送電ﾛｽ ▲20～▲22億円/年（ロス増加） ▲27～▲30億円/年（ロス増加） ▲33～▲36億円/年（ロス増加）

C
工事費
年経費

1.8兆円ｹｰｽ
704 億円/年 801 億円/年 871 億円/年

Ｂ／Ｃ
0.75

~0.99
0.81

~1.05
0.84

~1.08
0.93

~1.22
1.01

~1.30
1.04

~1.33
1.04

~1.36
1.12

~1.44
1.16

~1.48

C
工事費
年経費

1.5兆円ｹｰｽ
603 億円/年 686 億円/年 747 億円/年

Ｂ／Ｃ
0.88

~1.16
0.95

~1.23
0.98

~1.26
1.09

~1.42
1.17

~1.51
1.21

~1.55
1.21

~1.58
1.31

~1.68
1.35

~1.72



19HVDC:１GWで増強した場合との比較

◼ 北海道～東北～東京間のHVDCを1GWで増強する場合、2GWの場合と比べて送電容量
は半分となるものの、工事費を抑制することができる。今回、1GWで増強した場合の費用
便益を燃料費基準ケースで試算し、2GWの場合との比較を行った。

◼ その結果、以下に示すように、HVDCを1GWで増強した場合、2GWの場合と比べてB/C
が低くなった。
そのため、この費用便益評価の結果及び、将来の北海道・東北における将来の再エネ導入
量を踏まえると、早期に2GW以上の送電容量を確保する必要があることから、2GWでの
増強を基本とすることでどうか。

＜概算工事費＞

【2GWケース】
1.5～1.8兆円

【1GWケース】
1.2～1.4兆円

＜主な仕様の差＞
・交直変換器の容量を
2GW→1GWに変更

・1GW単極1回線構成
とし海底直流ケーブルを
3条→2条に変更など

（燃料費基準ケース・評価期間40年）

ケース

便益評価結果

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9

B/C

2GWケース（工事費）
▲1.5兆円、●1.8兆円

1GWケース（工事費）
△1.2兆円、○1.4兆円

利用率
2GW
69~82%
1GW
78~86%

※1GWケースで仮に2040年頃に2GWに増強した場合でも
B/Cは2GWのケースより下回ることを確認
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◼既設の北本連系線のルート断事故時には負荷遮断や電源制限は発生しないこと、北海道
エリアの大規模発電所１サイトの脱落に対するブラックアウト対策は実施済であることから、
これらの事象に対して、今回のHVDC新設による効果はない。一方で、これらの想定を超える
ような大規模災害等が発生した場合の対応として、活用が期待できる。

◼また、将来の既設北本連系線の交直変換器等の高経年対策における北海道本州間の連
系線の運用制約の緩和が期待できる。

◼なお、これらの効果については、現段階で定量化が困難なため、定性的な効果と位置付ける。

連系線増強による信頼度向上効果等

⚫ 大規模災害等により、想定をこえるような事象が発生した場合の救済ルートとして活用が期待できる。

(a)大規模災害等における供給信頼度の向上効果

【例】

(b) 既設北本連系線の作業停電期間における送電制約軽減の効果

⚫ 将来、既設の北本連系線設備等の高経年対策時における北海道本州間の連系線の運用制約の緩和
が期待できる。



21東地域HVDC:2GW増強の概算工期

1 2 3 4 5 6 7 8 9

上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下 上 下

海
域
工
事

陸
上
工
事

ア
ク
セ
ス
線
・

開
閉
所
工
事

敷設船等設備の確保及び敷設に向けた事前調整等

海底ケーブルの製造

海底ケーブルの敷設

系統連系試験

調査・測量・用地交渉等

調査・測量・用地交渉等

設計・製造・据付

ケーブル防護

鉄塔・開閉所・架線工事

系統連系試験

系統連系試験

設計等

◼東地域HVDC:2GW増強の概算工期は、6～10年程度を想定。

◼今後、ケーブル等の製造・設置工程や長距離の海底送電線工事に向けた事前調整等により
相当程度工期が変動する可能性があるが、早期の整備に向けて、対応を進めていく。
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八幡

西仙台

西山形

宮城

上北青森

能代

岩手

越後

南相馬

河辺

秋田

須賀川

東花巻

水沢
石巻

名取

新地
米沢

東
福
島

いわき

北新潟

西群馬

旭川嵐山

西当別
西野

東地域HVDC新設（2GW）の工事概要

◼ 北海道・東北エリアの再エネ大量導入に対し、東京エリアに効率的に送電するための連系容量
を確保するため、HVDC:2GW(北海道～東北～東京間)を新設する。

変電所

開閉所

交直変換所

500kV送電線
275kV以下

＜凡例＞

増強概要

連系線
新設

■HVDC海底ケーブル、地中ケーブル、
架空線
±525kV 2GW,
双極構成(ｹｰﾌﾞﾙ3条)×約800km

■交直変換所3箇所
北海道、東北、東京

地
内
系
統
増
強

北
海
道

■交直変換所と地内交流系統接続
・変換所～後志幹線間送電線新設
・変換所～道南幹線間送電線新設
・275kV開閉所２箇所新設

東
北

■交直変換所と地内交流系統接続
・変換所～河辺変電所間交流500kV
送電線新設

東
京

■交直変換所と地内交流系統接続
・変換所～南新潟幹線または新新潟
幹線間送電線新設
・500kV開閉所新設

概算工事費 ：1.5兆円～1.8兆円程度

概略所要工期：６年～１０年程度

※南新潟幹線に接続する場合

※



23今後の進め方について

◼ 今回、東地域の系統増強案として、北海道～東北～東京間のHVDC:2GWを新設する
場合の工事費・工期及び費用便益評価の試算結果を示した。

◼ 費用便益評価の結果、B/Cは0.63～1.72程度となった。また、増強により、北海道・東
北エリアへの再エネの大量導入と再エネ抑制率の改善などの社会的な要請への対応や、
大規模災害時など稀頻度事故に対する供給信頼度向上、既設の北本連系線設備等
の高経年化対策時における連系線運用容量の制約緩和等の定性的な効果も期待され
る。

◼ また、本プロセスが国からの要請により開始していることも踏まえ、一旦、本日の検討結果を
国へ報告したうえで、国の審議会にて、増強についてご議論いただくこととしてはどうか。



24今後のスケジュール

◼ 次回以降の本委員会では、国の審議会での議論結果を踏まえた対応、及び、プロジェクトのリス
クと対応についてご確認いただくこととしたい。

2023年度 2024年度

9 10 11 12 1 2 3

広域系統整備委員会

東地域作業会 ▼9/6

★71回

▼10/10

★72回

連系線ルート/方式
（海底直流送電等）

交直変換装置

直流と交流の連系地点

地内系統増強

対案比較設備構成案
の整理

方向性

増強方策案
とりまとめ

（工期・工事費等）

各エリアの地内増強検討

ルート・工法・構造検討

★70回 ★74回 ★75回 ★77回

■今後のスケジュール（案）

周波数影響評価など

連系方法検討

海域実地調査ほか

費用便益評価

基本要件
（案）

事業実施
主体・実施
案の募集・
評価・決定

整備計画
の策定

ファイナンス等のリスク評価 プロジェクトのリスクと対応方策

陸上の直流、架空交流による送電ルートとの比較

★73回

▼10/25 ▼11/21 ▼12/14 ▼1/10 ▼1/24

★76回

▼2/14
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参考資料



26（参考）燃料費・CO2対策コストの便益

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

系統増強

系統増強前 系統増強後

2030年頃 2050年 2030年頃 2050年

燃料費基準ケース
の便益

（ベース） （ベース） 811億円/年 1,143億円/年

燃料費高騰ケース
の便益

（ベース） （ベース） 1,204億円/年 1,461億円/年

【系統増強前】 【系統増強後】

＜燃料費・CO2対策コストの低減効果＞

◼ 燃料費・CO2対策コストは、全国メリットオーダーシミュレーションを行い、系統増強前後における
電源の起動費を含めた総発電コスト（燃料費＋CO2対策コスト）の差分を便益とする。

◼ 関門連系線の増強に伴う燃料費・CO2対策コストの低減による便益は、下表のとおりとなった。
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北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

（参考）アデカシー便益（調達コストベース）

系統増強前 系統増強後

2030年頃 2050年 2030年頃 2050年

全国必要供給力 14,467万kW 16,863万kW 14,252万kW 16,631万kW

必要供給力の差 － － ▲215万kW ▲232万kW

便 益 － － 210億円/年 327億円/年

系統増強

【系統増強前】 【系統増強後】

◼調達コストベースの便益算定では、系統増強前後における必要供給力の差（系統増強により
低減される必要供給力[kW]）に対して調達コストを乗ずることで便益とする。

◼関門連系線増強に伴う必要供給力の低減効果及び便益は、下表のとおりとなった。
（参考）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編 P11）



28（参考）アデカシー便益（停電コストベース）

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

系統増強前 系統増強後

2030年頃 2050年 2030年頃 2050年

見込み不足電力量 710万kWh 909万kWh 415万kWh 594万kWh

不足電力量差分 － － ▲295万kWh ▲315万kWh

便 益 － － 90～174億円/年 96～186億円/年

系統増強
【系統増強前】 【系統増強後】

◼停電コストベースの便益算定では、系統増強により低減される見込み不足電力量に対して停電
コストを乗ずることで便益とする。

◼関門連系線増強に伴う見込み不足電力量及び便益は、下表のとおりとなった。
（参考）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編 P13）



29（参考）送電ロスの増減による便益

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

北
海
道

東
北

東
京

中
部

中
国

北
陸

関
西

四
国

九
州

系統増強

系統増強前 系統増強後

2030年頃 2050年 2030年頃 2050年

燃料費
基準

ロス増減 （ベース） （ベース） ＋4.6億kWh(増加) ＋6.3億kWh(増加)

便益 － － ▲41億円/年 ▲39億円/年

燃料費
高騰

ロス増減 （ベース） （ベース） ＋3.9億kWh(増加) ＋5.8億kWh(増加)

便益 － － ▲46億円/年 ▲43億円/年

◼ 送電ロスは、送変電設備の抵抗損失等によって発生する。系統増強により系統の抵抗値が小
さくなる一方、広域的な電力潮流が増加することにより、全体の送電ロスは増減する。

◼ 今回、系統増強前後の差に電源の限界費用を乗算することで、送電ロスの便益を算出した。

◼ 東地域の系統増強を行った場合、送電ロスが増加する結果となりマイナスの便益となった。

東京向き潮流が増大し
送電ロスが増加

【系統増強前】 【系統増強後】
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[A案]北海道-東北-東京間
HVDC新設

[C案] 北海道～東北間HVDC
東北東京間第三連系線

(参考)将来：A案＋C案
＋東北地内増強(系統安定度対策)

系統構成
工事内容

送電容量
拡大効果

① 320万kW（+200万kW）
(② 630万kW)
③1,228万kW（+200万kW）

① 320万kW（＋200万kW）
② 690万kW（＋60万kW）
③1,090万kW以上

① 320万kW（＋200万kW）
② 1000万kW以上(精査要)

③ 1300万kW以上(精査要)

（参考）全体の系統構成案

・北海道-東北-東京間HVDC新設
±500kV2GW、海底ケーブル約800km

・北海道-東北間HVDC新設
±500kV2GW、海底ケーブル約480km

・東北東京間第三連系線新設 約65km
中越幹線昇圧ほか

①

②

③

①

②

③

①

②

③

左記に加えて
東北地内にて系統安定度対策を実施
（送電線増強・地内500kVループ化）

◼ 今回の整備計画は、北海道や東北の再エネの電気を大消費地の東京へ送電できる容量を拡
大することが目的であることから、送電容量の拡大効果を踏まえるとA案が合理的ではないか。

◼ なお、今回Ａ案を実施したうえで、将来的には、段階的に地内増強を含めて各増強を進めてい
くことは、マスタープランの長期展望とも整合している。

第74回広域系統整備委員会(2024年2月5日)資料1



31（参考）東北地内フェンス・東北東京間連系線の運用容量の算定条件

北海道→東北
320万kW

（+200万kW）

東北→東京
約1,090万kW以上※2

東北地内ﾌｪﾝｽ※1

690万kW
（+60万kW）

＜連系線容量＞

送電ネック
東北東京間第三
連系線新設

◼ 東北地内フェンス容量および東北東京間の運用容量は、年間の東北の電源稼働と潮流状況
を踏まえ、系統解析により同期安定度が限界となる上限で運用容量を設定している。

◼ 系統増強前において、東北地内フェンスの運用容量で送電制約が発生する見込みであり、
C案の増強しても、同フェンスの運用容量の拡大は60万kW程度で、効果は限定的である。

HVDC:2GW新設

＜連系線容量＞

（補足）
※1 東北北部から南側に向けの潮流が増加することにより、系統安定度の維持が困難となるため、東北北部の複数の送電線の潮流値の合計値を一定値以下

に収めることが必要
※2 系統安定度制約により、東北地内フェンスより北部に位置する再エネ等の出力抑制したうえで、フェンスより南部に位置する再エネや火力の出力を増加させ

ることで、東北→東京については、1,090万kW以上の送電が可能な見込み。
なお、交流系統の容量は現時点で想定される電源稼働・需要の条件に基づき算定した値であり、将来の電源の動向等により変わる可能性がある。

前提条件

断 面 供給力確保が必要となる需要が高く、
北部風力が高稼働となり、東北エリアの
南向き潮流が大きく同期安定性で過酷
となる冬季点灯帯にて評価
（この断面以外でも、潮流が運用容量
以上では同期安定性維持が困難）

電源の
稼働条件

系統容量を確保した電源をメリットオー
ダー順で稼働
ただし、東北東京間連系線の運用容量
を一定以上に維持するために、一部の
火力電源は稼働の条件とする

事故条件 十和田幹線・北上幹線事故
（同期安定性でのネック）

⚫ 異電圧ループとなっているため，フェンス潮流で管理



32（参考）東地域HVDC:1GW増強の費用便益評価（評価期間：40年）

ケース １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

前
提
条
件

燃料費・CO2

対策ｺｽﾄ
基準

ｱﾃﾞｶｼｰ便益
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト
停電コスト
（下限）

停電コスト
（上限）

調達コスト

割引率 ４％ ２％ 1％

B

燃料費・

CO2対策ｺｽﾄ
316 億円/年 438 億円/年 527 億円/年

ｱﾃﾞｶｼｰ便益 36億円/年 70億円/年 92億円/年 51億円/年 98億円/年 128億円/年 61億円/年 118億円/年 154億円/年

送電ﾛｽ ▲6億円/年（ロス増加） ▲9億円/年（ロス増加） ▲12億円/年（ロス増加）

C
工事費
年経費

1.4兆円ｹｰｽ
541 億円/年 616 億円/年 670 億円/年

Ｂ／Ｃ 0.64 0.70 0.74 0.78 0.86 0.90 0.86 0.95 1.00

C
工事費
年経費

1.2兆円ｹｰｽ
462 億円/年 526 億円/年 573 億円/年

Ｂ／Ｃ 0.75 0.82 0.87 0.91 1.00 1.06 1.01 1.11 1.17



33（参考）第58回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
（2023年12月15日）



34（参考）北海道の交直連系地点について

◼ 第70回の委員会で説明したとおり、北海道交流系統への連系先については、電源動向や既設
系統の構成を踏まえると、系統が比較的強靭で変換器同時停止のリスクが低い道央が優位。

◼ また、道央では石狩と後志が候補となるが、後志はケーブルの亘長を約200km短くでき、工
事費や工期の面で優位であることから、後志エリアでの連系を前提とする。

道 央 道 南

概
要
図

特
徴
な
ど

・既存系統がループ構成で比較的強靭なため、道央以
南の地内系統の増強・新設が少なく他箇所と比較し
て有利。また、変換器の安定運転面でも有利である。

・石狩と後志を比較すると、系統影響は同程度。
後志は、ケーブル亘長は短くでき、工事費の低減や工
期の短縮が図れる。

・既設送電線の潮流が南向きの傾向であり、HVDCに
より更に南向き潮流が増加し、道南の地内系統の増
強・新設が必要となる見込み。

・北本・新北本を含めて、北海道の末端の道南に変換
器が集中することから、交流系統事故時の変換器同
時停止のリスクが高くなる。

洋上風力 連系線 主な潮流方向既設送電線

※上図は、系統状況から接続先を検討したものであり、揚陸の候補地点等は別途検討中。

西当別
旭川嵐山

北新得西野

西中川

西当別
旭川嵐山

北新得西野

西中川

HVDC

道央以北の再エネにより南向
き潮流が増大する。
道南に変換器が集中するた
め、交流系統事故時の変換
器同時停止リスクが高くなる

道央以北、道南からの潮流を
集めてHVDCへ送ることとなる。

道南の再エネが北向きに流れる
ことで、南向き潮流の緩和も期
待

1.1
GW

1.3
GW

1.1
GW

1.3
GW

1.4
GW

HVDC

石狩

後志

1.4
GW

第74回広域系統整備委員会(2024年2月5日)資料1



35（参考）東北の交直連系地点について

◼ HVDCの東北交流系統への連系先については、日本海側で500kV設備があり、周辺の電源
ポテンシャル地域からの電力を効率的に送電できる秋田エリアが優位。

◼ そのため、東北は秋田エリアでの連系を前提とする。

秋田エリア（500kV） 津軽半島エリア（275kV）

概
要
図

特
徴
な
ど

•交流系統に接続する日本海側の洋上風力をHVDCへ
効率的に送電することができる。
•また、HVDCから東北エリアで受電する場合、東北北部
エリアにおける募集プロセスにて整備を進めている日本
海500kV系統に潮流を流すことにより、地内の潮流
ネックは比較的生じにくい。
•ただし、HVDCから東北エリアで受電する場合、交流系
統で東京までの長距離送電をする際は、同期安定性
制約による運用容量制約に留意が必要。

•接続点周囲に500kV系統が無く275kV連系となる
ため、HVDCに送電する場合およびHVDCから受電す
る場合のいずれも、地内の潮流ネックが生じやすい。
•既設の直流設備である今別変換所と同一エリアの連
系となるため、交流系統側の影響による同時脱落のリ
スクがある。

連系線 主な潮流方向（東北で受電する場合）既設送電線洋上風力

※上図は、系統状況から接続先を検討したものであり、揚陸の候補地点等は別途検討中。

八幡

西山形

宮城

上北青森

能代

岩手
河辺

秋田

水沢 石巻

0.9
GW

2.0
GW

八幡

西山形

宮城

上北青森

能代

岩手
河辺

秋田

水沢 石巻

0.9
GW

2.0
GW

1.0
GW

電源ポテンシャル
の送電に加え、
HVDC分の最大
2GWの潮流増
加が275kV系
統に発生

1.0
GW

HVDC

HVDC

HVDC分2GWや

電源ポテンシャルを
500kVで送電可能

第74回広域系統整備委員会(2024年2月5日)資料1



36（参考）東京の交直連系地点について

◼ HVDCの東京交流系統への連系先は、日本海側に位置する500kV設備である南新潟幹線ま
たは新新潟幹線への連系を前提とする。

連系線 主な潮流方向既設送電線

新新潟幹線 南新潟幹線

※上図は、系統状況から接続先を検討したものであり、揚陸の候補地点等は別途検討中。

HVDC

第74回広域系統整備委員会(2024年2月5日)資料1



37（参考）交直変換装置の設備構成案

DC

AC

DC

AC

DC

AC

DC

AC

変換所
DC

AC

DC

AC

北海道

東北

東京

DC

AC

DC

AC

双極

双極

変換所

変換所

自励式

自励式

自励式

◼ 第72回本委員会にて、交直変換装置の設備構成については、技術開発動向や実現性、工
事費・工期などの観点から総合的に考慮し、基本要件では以下を基本とすることとした。

✓ 端子構成：実績があり実現性の観点からも確実である２端子構成を基本

✓ 極構成：ケーブル条数が少なく工事費・工期の低減が図れる双極構成

✓ 交直変換方式：採用実績があり、交流系統との協調面からも優位な自励式
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◼ 交直変換装置の端子構成として、２端子構成（北海道～東北、東北～東京）とする案と
多端子構成（北海道～東北～東京）とする案が考えられる。

◼ ２端子構成とした場合、北海道～東北間、東北～東京間でHVDCが分割されているため、
HVDC設備で事故等が発生した場合でもその波及範囲を当該区間に制限できる。
また、保守等に伴う作業停止が必要な場合でも、その範囲が当該区間に限られるため、運
用面での柔軟性があるといった特徴がある。

◼ 多端子構成とした場合、変換器数を減らせるメリットがある。一方、HVDC設備の事故時の
波及範囲などの信頼度面や運用面の柔軟性の観点では２端子構成が優位。
また、多端子構成は、海外でも運用実績が限られている。そのため、長期的な安定運用面の
観点などの技術的な不確実要素、及び直流遮断器などのコスト面での不確実要素がある。

◼ 以上を踏まえ、基本要件では、2端子接続による構成を基本とする。
なお、実施案募集において、事業実施主体がこれらの不確実性への対応を明確にしたうえで
多端子構成で提案されることを否定するものではない。

2端子構成 多端子構成

構成図

留意点
・供給信頼度、運用の柔軟性で優位
・２端子構成は国内外で多くの実運用実績あり

・変換器を減らせる一方、直流遮断器等が必要とな
る可能性あり

・多端子構成は海外でも運用実績は極めて少ない

（参考）交直変換装置の端子構成

北海道 東北 東京 北海道 東北 東京

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2を一部修正



39（参考）直流送電の極構成

◼ 直流送電の極構成では、本線２条と帰線１条で構成する双極構成と、本線２条で構成する
対称単極構成の２案が考えられる。

◼ 双極構成は、ケーブル条数を単極構成より１条少なくでき、工事費・工期の面で優位となる。
また、双極構成は、基本的に帰線は双極の電流が打ち消しあって流れないことから、単極構成と
比べて送電ロスが少ないといったメリットがある。

◼ なお、双極構成・単極構成とも、変換器の片極故障やケーブル故障時でも残りの健全設備によ
り半量の1GWを送電継続することが可能であり、供給信頼度面では大きな差異はない。

◼ 以上を踏まえ、基本要件では、双極による構成を基本とする。

双極構成 単極構成×2ルート

構成

ケーブル数 3 条 4 条

供給信頼度
運用面

変換器１極、ケーブル１条の故障、
作業停止時でも半量1GWを送電可能

同 左

その他 単極と比べ送電ロスが少ない

DC

AC

DC

AC

DC

AC

DC

AC

帰線

DC

AC

DC

AC

DC

AC

DC

AC

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2を一部修正



40（参考）交直変換装置の変換方式

◼ 交直変換装置の変換方式には、自励式と他励式がある。

◼ 自励式は、交流系統の事故時における直流設備の安定運転面、無効電力制御など電気的
特性におけるメリットがあり、運用面における制約も少ない。

◼ また、自励式は他励式と比較して変換器単価は上がる一方、調相設備等を省略でき必要とな
る用地面積が少なくて済むことから、自励式と他励式でコスト面の大きな優劣は無い見込み。

◼ これらの特徴から、至近の計画策定プロセス（FC増強や新々北本）では自励式を採用してお
り、新北本連系設備にて運転実績もある。また、世界的にも2GW相当の直流設備は自励式
が主流となっている。

◼ 以上を踏まえ、基本要件では、自励式を基本とする。

自励式 他励式

電気的
特性

・基本的に交流系統との相互作用の課題はない
（短絡容量の小さい系統でも連系可能）
・片端の交流系統停電時でも運転可能
・交流系統事故時でも運転継続性は高い
・無効電力の供給可能
・高調波が少なく多量のフィルタは不要

・高調波不安定など交流系統との相互作用に留意要
（短絡容量の大きな系統である必要）
・片側の交流系統停電時には運転不可
・交流系統事故時に転流失敗して停止の可能性あり
・無効電力の供給不可であり、調相設備が必要
・高調波が発生するためフィルタが必要

コスト面
・自励式と他励式で総コストは大きな優劣は無い
（自励式の場合、変換器単価は他励式に比べ上がるが、調相設備・フィルタが省略できることから総コストは双

方とも同等程度となる）

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2を一部修正
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22%

32%

42%

1%

3%

◼ 第72回本委員会において、海底ケーブルルートの海域調査結果とともに、全区間において
ルート確保が技術的に可能であることを示した。

◼ 第74回本委員会において、海域調査結果をもとに海底ケーブルの防護方法を以下のとおり
選定することとした。

（参考）海底ケーブルのルート調査結果と防護方法の選定結果

海底ケーブルの防護方法

実施段階の調査により、埋設深さが
一定程度確保できる場合は、砕石が
不要となり工事費低減の可能性あり

埋設

埋設＋砕石

砕石 鋳鉄製防護管

二重鉄線

海底ケーブルルートの海域調査結果

露岩域

礫帯

細砂・中砂

シルト・粘土

ｹｰﾌﾞﾙ交差

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2
第74回広域系統整備委員会(2024年2月5日)資料1を一部修正



42（参考）防護方法選定の基本的な考え方
第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1



43（参考）漁具に対する主な防護の考え方
第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1



44（参考）大型船舶の錨に対する防護の考え方
第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1



45（参考）費用便益評価の基本的な考え方

◼ 今回の計画策定プロセスで検討している系統増強を行うことで、電力市場活性化や供給
信頼度向上など様々な社会的便益が考えられる。

◼ これらの便益を適切に評価するため、これまでの広域系統整備計画やマスタープランでの評
価との整合も踏まえ、以下のような項目を総合的に評価する。

便益の考え方

燃料費 ○ 連系線を増強することにより、広域的な電力取引が拡大することで発電に係る燃料費やCO2対
策コストが低減できる効果（市場活性化効果）CO2対策コスト ○

アデカシー面※1 ○ 広域的に供給力を活用できることによる信頼度の向上効果

送電ロス ○ 系統構成、電力潮流が変化することによる送電ロスの変化※２

系統の安定性 ◆ 信頼度基準を充足した上で、さらに系統の安定性に寄与する効果を定性的に評価

再エネ出力制御率※3 ◆※4 再エネの出力制御率の低減

CO2排出量 ◆※4

【凡例】 「〇」･･･貨幣価値指標、「◆」･･･非貨幣価値指標

※1 系統増強による供給力確保量の節減効果 ※2 送電ロス費用が減少する場合はプラスの便益、増加する場合はマイナスの便益
※3 出力制御率は太陽光・風力の合計
※4 系統増強に伴う再エネと他の電源との差替による発電コストの削減効果は、燃料費及びCO2対策コストの貨幣価値指標として織り込み済み

＜費用便益項目＞

第73回広域系統整備委員会(2023年12月27日)資料1-1



46（参考）費用便益評価の基本的な考え方

◼ 第72回本委員会にて、合理的な設備形成の検討に当たっては、系統整備の完成時期と
見込まれる2030年頃の需要と電源を設定するとともに、その系統設備が運用される期間
（2050年以降まで）における再エネの増加等を含めた電源・需要動向を考慮しながら
検討することとした。

◼ 系統整備による費用便益評価についても、2030年頃から系統設備が運用される期間に
おける系統増強による便益(B)と系統増強と運用に係る費用(C)を比較(B/C)すること
とする。

2030年頃 2050年以降

【便益評価イメージ】

再エネ
190GW

再エネ
406GW

便益
A億円/年

便益を累計（現在
価値換算）して評価

便益
B億円/年

第73回広域系統整備委員会(2023年12月27日)資料1-1 に追記
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◼評価算定期間内の年度毎の費用と便益を想定し、現在と将来の貨幣価値を合わせるため、
割引率により将来の貨幣価値を現在価値に換算し、合計した費用及び便益により評価する。

＜費用便益評価のイメージ＞

便益

費用

建設期間

費用便益評価算定期間（36年間）

年度1 2 3 4 ･ ･ ･ N年度

Σ便益 Σ費用

年経費Z = 建設費 × 経費率

【Ｎ年度の年経費の現在価値】
Zn /（1+r）N

Zn：N年度の年経費、r：割引率

【Ｎ年度の便益の現在価値】
Yn /（1+r）N

Yn：N年度の便益, r：割引率
便益：燃料費・CO2対策コスト削減効果、アデカシー便益

法定耐用年数：
（架空送電36年, 変電22年, 地中25年）

（参考）広域系統長期方針における費用便益評価について
（費用便益評価の考え方）

Y:燃料費・CO2対策コスト削減効果、アデカシー便益

現在価値換算

現在価値換算

再エネ拡大に伴う便益
の増加

～～
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48（参考）電源・需要の前提条件

◼今回の前提とする2030年頃の需要・電源は、供給計画の最終年次(10年目)をベースとして、
電源等開発動向調査や接続契約申込等の比較的蓋然性の高いポテンシャルを考慮するも
のとし、以下のとおり設定する。

前提条件の考え方
（2030年頃の需要・電源）

2030年頃
（10年先+α）

2050年頃

需 要 供給計画の最終年次（10年目）の需要で設定
8,350億
kWh

12,000億
kWh

電

源

太陽光

供給計画の最終年次（10年目）の発電設備量に加え、
洋上風力の開発動向、電源等開発動向調査
および、接続契約申込済の電源等を考慮して設定

93GW 260GW

陸上風力 21GW 41GW

洋上風力 17GW 45GW

水力・地熱
ﾊﾞｲｵﾏｽ等 59GW 60GW

火 力
供給計画の最終年次（10年目）の発電設備量に加え、
接続契約申込済の電源等を考慮して設定 145GW 145GW

原子力 廃炉以外の電源が全て稼働するものとして設定 37GW 37GW

第72回広域系統整備委員会(2023年12月7日)資料1-1 に追記



49（参考）燃料費・CO2対策コストの考え方

◼ 市場活性化効果の評価で用いる燃料費・CO2対策コストについて、マスタープランでは、世
界情勢等による変動を考慮し、価格変動の幅を持たせて評価していた。

◼ 今後も燃料費・CO2対策コストが大きく変動する可能性があるため、今回の費用便益評
価においても、価格変動の幅を持たせて評価する。

費用便益評価のイメージ

※1 2021年11月～2022年4月の6か月平均
※2 2022年の燃料価格（年平均）水準
※3 系統増強により拡大される運用容量

B
/C

・
出
力
制
御
率

増強規模※３（万kW)

100 200 300 400

このあたりの容量となる増
強工事を検討すべき

再エネの
出力制御率

B/C

B/C=1

価格高騰ケース※2

価格基準ケース※1

発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2021年9月14日掲載版）における発電コストレビューシートの2030年に熱効率及び所内率を入力して算出
（既設をCCU付火力へ改造すると仮定したLNG火力については、CO2分離回収型LNG火力にそれぞれの熱効率及び所内率を入力して算出）

＜燃料費＋CO2対策コストの範囲＞ [円/kWh]

石炭
（CCS）

LNG MACC
1500℃級
（CCS）

LNG ACC
1350℃級
（CCS）

水素
（混焼）

LNG CC
1100℃級
（CCS）

LNG CT
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾅﾙ
（CCS）

石油

燃料費＋CO2対策コスト 10.1～12.5 11.2～14.6 11.4～14.8 12.6～16.3 13.3～17.2 15.5～20.1 23.0～29.4

燃料費 7.3～9.7 10.1～13.4 10.2～13.6 11.0～14.6 11.9～15.9 13.9～18.5 19.3～25.8

CO2対策コスト
CO2対策費用 0.7 0.3 0.3 1.7 0.3 0.4 3.7

CO2輸送＆貯留費用 2.1 0.9 0.9 ― 1.0 1.2 ―
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◼これまで策定済みの整備計画やマスタープランでは、割引率４％を用いて費用便益評価をし
てきた。

◼一方で、本年６月の国交省の委員会（公共事業評価手法研究委員会）においては、これまで公
共事業に適用された割引率４％が実勢を反映していないとして、技術指針の改定について議
論され、参考比較のために割引率１％または２％を設定してもよいとされた。

◼また、国債金利の至近の推移や物価上昇も勘案し、今後の費用便益評価では、割引率
4%での評価に加えて、割引率１％または２％の場合についても考慮する。

出典元：財務省HPデータより作成

＜国債金利の推移＞

第２回公共事業評価手法研究委員会 資料2（2023/6/22）

（参考）割引率の考え方
第73回広域系統整備委員会(2023年12月27日)資料1-1


